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総括研究報告書 
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社会保障制度・地域のあり方に関する研究 

 

研究代表者 菅原 琢磨 法政大学・経済学部・教授 

研究要旨 

本研究は「社会保障制度の制度改正の政策効果及び人口減少と世帯の多様性に対応した

社会保障制度・地域のあり方」をテーマとし、年金・医療・介護のほか、子育て支援及び

就労の両立支援に係る制度改正が経済主体に及ぼす影響に関する定量的な分析等を行い、

地域包括ケアシステム提供体制のあり方を含め総合的な政策提言を行うことを目的とし

ている。マイクロシミュレーションモデル、時系列データ及び大規模な個票データに基づ

く実証分析等の手法を用いて、主として以下の 3つの研究領域を柱として推進している。 

・年金・医療・介護の制度改正及び地域包括ケアシステムに関する研究 

・社会保障財源・子育て支援の制度改正と雇用・賃金に関する研究 

・後発医薬品利用促進策と後発品利用状況の地域格差の研究 

今年度、各研究領域では以下の個別テーマに関する研究を実施し、各々意義ある結果を得た。 

・後発品利用状況の地域格差と子ども医療費助成制度の地域差の影響要因 

・心理尺度を用いた介護の負担感と介護による幸福感の変化の分析 

・子育て期の女性の教育水準と賃金・雇用形態との関係 

・マイクロ・シュミレーションによる将来の高齢女性の貧困率の推計 

・2009 年度介護報酬改定が介護従事者の賃金、労働時間、離職率に与えた影響 

・人口減少・超高齢化の下での介護施設の効率的な配置のあり方 
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Ａ．研究目的 

 人口減少・少子高齢化が急速に進むなか、

財政・社会保障の持続可能性を高める観点

から様々な社会保障改革が行われてきた。

今後、2017 年度までは「持続可能な社会保

障制度の確立を図るための改革の推進に関

する法律」に基づく制度改正が行われる。

制度改革の方向性等の見定めには根拠に基

づく現状認識と、これまでの制度改正に係

る政策効果を評価する必要があるが、未だ

不十分な点も多い。 

そこで本研究事業では「社会保障制度の

制度改正の政策効果及び人口減少と世帯の

多様性に対応した社会保障制度・地域のあ

り方」をテーマとし、年金・医療・介護の

ほか、子育て支援及び就労の両立支援に係

る制度改正が経済主体に及ぼす影響に関す

る定量的な分析等を行い、地域包括ケアシ

ステム提供体制のあり方を含め総合的な政

策提言を行うことを目的としている。 

 

Ｂ．研究方法 

１）個別研究 

マイクロシミュレーションモデル、時系

列データ及び大規模な個票データに基づく

実証分析等の手法を用いて、主として以下

の 3つの研究を柱として推進する。 

・年金・医療・介護の制度改正及び地域包

括ケアシステムに関する研究 

・社会保障財源・子育て支援の制度改正と

雇用・賃金に関する研究 

・後発医薬品利用促進策と後発品利用状況

の地域格差の研究 

 

２）包括的かつ総合的な政策提言 

メンバー以外の有識者や政策担当者とも

定期的に意見交換等を行い、総合的な課題

解決手法の提案と政策提言をおこなうこと

を目指す。 

平成 28 年度も 8月に政策担当者、外部有

識者の参加を得て「法政大学社会保障研究

会」を開催し、現況の政策動向に関する報

告を受け参加者全体で活発な討論をおこな

った。 

 

（倫理面への配慮） 

該当しない 

 

Ｃ（D）．研究結果・考察 

「年金・医療・介護の制度改革と世帯構

成・所得格差に関する研究」では未婚・離

別の高齢女性の貧困率は、死別・有配偶の

女性の貧困率よりも著しく高くなると見込

まれることが示された。これは、未婚・離

別女性には一人暮らしのリスクが高いから

であり、今後、これらの貧困リスクが高ま

り、社会に顕在化することが予想される。 

「人口減少・超高齢化の下での介護施設

の効率的な配置のあり方」では、新潟市の

グループホームを例に、市街地エリアにおい

ては、現在でも施設の不足感が高いのに対し、

郊外の農村エリアにおいては現状においても

どちらかと言うと施設がやや過剰気味であり、

また将来においては、市街地エリアではます

ます施設の不足感が高まる一方、郊外の農村

エリアにおいては過剰感がむしろ拡大するこ

とが判明した。 

「2009 年度介護報酬改定が介護従事者の

賃金、労働時間、離職率に与えた影響」

では、賃金については，いずれの職種に
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ついても介護報酬改定後に所定内賃金の

有意な増加は見られなかったが，手当や

一時金等を含む実賃金の有意な増加が見

られたこと、また実労働時間数には変化

が見られなかったが，離職率は訪問介護

員非正社員短時間労働者については有意

に低下したことが確認された。 

「心理尺度を用いた介護の負担感と介護

による幸福感の変化の分析」では、介護

経験評価尺度(CRA-J2)の４因子が介護負

担感に与える影響を分析し、さらに負担

感とこれらの４因子が介護による幸福感

（生活の質）の変化に与える影響を分析

した。介護経験評価尺度の４因子は、「日

常生活と健康への影響」、「家族の非協力」

「経済問題」という否定的因子と「積極

的な受け止め」という肯定的因子だが、

この分析から、介護の負担感の強さは、

圧倒的に「日常生活・健康」であるが、

負担感は必ずしもそのまま幸福感の低下

に結びついていないことが示唆された。 

「子育て期の女性の教育水準と賃金・雇

用形態との関係」では、都道府県データを用

いた簡単な観察から、女性の正規就業率が上

昇しても正規雇用の男女間賃金格差は拡大し

ないことが示唆された。 

「後発医薬品利用率の地域差ならびに医療

費助成制度における助成対象範囲の地域差

の要因分析」では、都道府県パネル・デー

タで後発医薬品利用率に与える影響要因を

分析したところ、県民所得や高齢化の程度

が後発医薬品利用率に有意な影響を及ぼし

ていることが示唆された。さらに同じく自

治体間の地域差が観察される子ども医療費

助成制度における助成対象範囲の差異につ

いても分析を実施し、自治体は子ども医療

費助成の対象範囲を決定するに際し、「年少

者人口」、「一人あたり医療費」、「地域住民

の所得水準」を考慮するものの、自らの「財

政力」については十分勘案していないこと

等が示唆された。 

 なお、各々の研究課題の結果・考察の詳

細は、本総括研究報告書に続く、各分担研

究報告書を参照されたい。 

 

Ｅ．結論 

各研究分野で今年度得られた結論の概要

は以下の通りである。 

・未婚・離別の高齢女性の貧困率は、死別・

有配偶の女性の貧困率よりも著しく高く、

今後、これらの貧困リスクが顕在化する可

能性が高い。 

・新潟市の分析例では市街地エリアではます

ます施設の不足感が高まる一方、郊外の農村

エリアにおいては過剰感がむしろ拡大するこ

とが判明した。ケア・コンパクトシティの推

進や都市構造の再編にも踏み込みつつ、施設

の配置のあり方をより最適化することが必要

である。 

・2009 年度介護報酬改定では介護従事者の

賃金について、いずれの職種についても改

定後に所定内賃金の有意な増加は見られず、

手当や一時金等を含む実賃金の有意な増加

が見られた。また実労働時間数には変化が

見られなかったが、離職率は訪問介護員非

正社員短時間労働者については有意に低下

した。 

・介護経験評価尺度の４因子は、「日常生活

と健康への影響」、「家族の非協力」「経済問

題」の否定的因子と「積極的な受け止め」

という肯定的因子が明らかとなったが、介
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護の負担感の強さには、圧倒的に「日常生

活・健康」が影響するものの、負担感は必

ずしもそのまま幸福感の低下に結びついて

いない。 

・都道府県データを用いた簡単な観察では、

女性の正規就業率が上昇しても正規雇用の男

女間賃金格差は拡大しないことが示唆される。 

・都道府県パネル・データで後発医薬品利

用率に与える影響要因を分析したところ、

県民所得や高齢化の程度が後発医薬品利用

率に有意な影響を及ぼしていることが示唆

された。また子ども医療費助成制度におけ

る助成対象範囲の差異についての分析では、

実施し、自治体は子ども医療費助成の対象

範囲を決定するに際し、自らの「財政力」

については十分勘案していないこと等が示

唆された。 

 

F. 健康危険情報 

該当情報なし 
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Ｈ ． 知 的 財 産 権 の 出 願 ・ 登 録 状 況       

（予定を含む。） 

1. 特許取得 

  なし 

2. 実用新案登録 

  なし 

3. その他 

 なし 
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